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２０１９年１０月に無償化が実現



20代や30代の若い世代が理想の子供数を持たない理由は、「子育て

や教育にお金がかかりすぎるから」が最大の理由であり、教育費への支

援を求める声が多い。子育てと仕事の両立や、子育てや教育にかかる

費用の負担が重いことが、子育て世代への大きな負担となり、我が国の

少子化問題の一因ともなっている。このため、保育の受け皿拡大を図り

つつ、幼児教育の無償化をはじめとする負担軽減措置を講じることは、

重要な少子化対策の一つである。

3

無償化と幼児教育の質の向上

新しい経済政策パッケージについて（平成29年12月8日閣議決定）



また、幼児期は、能力開発、身体育成、人格の形成、情操と道徳心の

涵養にとって極めて大切な時期であり、この時期における家族・保護者

の果たす第一義的な役割とともに、幼児教育・保育の役割は重要であ

る。幼児教育・保育は、知識、ＩＱなどの認知能力だけではなく、根気強

さ、注意深さ、意欲などの非認知能力の育成においても重要な役割を

果たしている。加えて、人工知能などの技術革新が進み、新しい産業や

雇用が生まれ、社会においてコミュニケーション能力や問題解決能力

の重要性が高まっている中、こうした能力を身につけるためにも、幼児期

の教育が特に重要であり、幼児教育・保育の質の向上も不可欠である。
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無償化と幼児教育の質の向上

新しい経済政策パッケージについて（平成29年12月8日閣議決定）
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「幼児教育の質」とは？



幼児教育に関する主な経過等

平成10年 ・幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校及び養護学校の教育課程の基準の改善について（答申）
・幼稚園教育要領改訂

平成17年 ・子どもを取り巻く環境の変化を踏まえた幼児教育の在り方について－子どもの最善の利益のために幼児教育を考える－（答申）

平成18年 ・認定こども園制度開始
・幼児教育振興アクションプログラム策定（平成22年度までの方針）
・教育基本法改正（幼児期の教育に関する規定の追加）

平成19年 ・学校教育法一部改正（幼稚園の目的及び目標の見直し 等）

平成20年 ・幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について（答申）
・幼稚園教育要領改訂
・保育所保育指針改定（告示化）

平成22年 ・幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方について（報告）

平成26年 ・幼保連携型認定こども園教育・保育要領制定

平成27年 ・子ども・子育て支援新制度（新たな幼保連携型認定こども園制度を含む）開始

平成28年 ・幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）

平成29年 ・幼稚園教育要領、保育所保育指針及び幼保連携型認定こども園教育・保育要領改訂（育みたい資質・能力、
幼児期の終わりまでに育ってほしい姿の明確化 等）

令和元年 ・幼児教育・保育の無償化（平成26年度以降、段階的に無償化）

令和２年 ・幼児教育の質の向上について（中間報告）

令和３年 ・「令和の日本型学校教育」の構築を目指して（答申）
・教育再生実行会議第十二次提言「ポストコロナ期における新たな学びの在り方について」
・新たな時代を担う人材育成と研究力の強化について(経済財政諮問会議)(幼児教育スタートプラン公表)
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幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会について

 幼児教育の質的向上及び小学校との円滑な接続について専門的な調査審議を行うため、初等中等教育分科会の下
に「幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会」を設置（令和３年７月８日初等中等教育分科会決定）

 具体的には、以下の事項について検討
1. 生活・学習基盤を全ての５歳児に保障するための方策
2. 各地域において幼児教育を着実に推進するための体制整備
3. 保護者や地域の教育力を引き出すための方策、保育人材の資

質能力の向上といった幼児教育の質的向上及び小学校教育と
の円滑な接続を図る上で必要な事項

• 秋田 喜代美 学習院大学文学部教授、東京大学名誉教授
• 荒瀬 克己 独立行政法人教職員支援機構理事長
• 石戸 奈々子 慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科教授、

CANVAS 代表
• 榎本 和生 東京大学大学院理学系研究科教授
• 大竹 文雄 大阪大学感染症総合教育研究拠点特任教授
• 岡林 律子 高知県教育委員会事務局幼保支援課専門企画員
• オチャンテ村井ロサメルセデス

桃山学院教育大学人間教育学部人間教育学科准教授
• 神長 美津子 大阪総合保育大学児童保育学部特任教授
• 久保山 茂樹 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所

ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育ｼｽﾃﾑ推進ｾﾝﾀｰ上席総括研究員(兼)ｾﾝﾀｰ長
• 黒木 定藏 宮崎県児湯郡西米良村長
• 齋藤 孝 明治大学文学部教授
• 鈴木 みゆき 國學院大學人間開発学部教授
• 曽木 書代 社会福祉法人龍美陽だまりの丘保育園長
• 田村 学 國學院大學人間開発学部教授
• 中井澤 卓哉 筑波大学教育学類４年、(一社)ひとと代表理事
• 中山 昌樹 学校法人中山学園理事長
• 二宮 徹 ＮＨＫ解説主幹
• 平川 理恵 広島県教育委員会教育長
• 藤迫 稔 大阪府箕面市教育委員会教育長
• 堀田 龍也 東北大学大学院情報科学研究科教授、

東京学芸大学大学院教育学研究科教授

• 水野 達朗 大阪府大東市教育委員会教育長
• 溝上 慎一 学校法人桐蔭学園理事長、桐蔭横浜大学学長・教授
• 宮下 友美惠 学校法人静岡豊田学園 静岡豊田幼稚園長
• 無藤 隆 白梅学園大学名誉教授
• 村田 伊津子 岐阜市子ども・若者総合支援ｾﾝﾀｰ“ｴｰﾙぎふ”所長
• 吉田 信解 埼玉県本庄市長
• 渡邉 一利 公益財団法人笹川スポーツ財団理事長
• 渡邉 英則 学校法人渡辺学園 認定こども園ゆうゆうのもり幼保園長、

港北幼稚園長

【オブザーバー】
• 内閣府子ども・子育て本部参事官付（認定こども園担当）
• 厚生労働省子ども家庭局保育課

• 全国国公立幼稚園・こども園長会
• 全日本私立幼稚園連合会
• 公益社団法人全国幼児教育研究協会
• 全国連合小学校長会
• 日本私立小学校連合会
• 社会福祉法人日本保育協会
• 社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国保育協議会
• 公益社団法人全国私立保育連盟
• 特定非営利活動法人全国認定こども園協会
• 一般社団法人全国認定こども園連絡協議会
• 認定こども園連盟

【委員一覧】※敬称略・五十音順

幼児教育と小学校教育の
架け橋特別委員会

中央教育審議会

～

初等中等教育分科会

～



（１）幼児教育の質に関する認識の共有

（２）発達の段階に応じた教育への理解と学びの連続性

（３）格差の是正と多様性への配慮

（４）幼児教育の質を確保するための体制づくり

（５）教育の機会が十分に確保されていない家庭や子供への支援
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幼児教育をめぐる課題



１．幼児教育の質に関する認識の共有
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幼児の自発的な活動としての遊びを生み出すために必要な環
境を整え、一人一人の資質・能力を育んでいくことは、教職員を
はじめとする幼稚園関係者はもとより、家庭や地域の人々も含め、
様々な立場から幼児や幼稚園に関わる全ての大人に期待され
る役割である。

幼稚園教育要領前文
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教育課程を通して、これからの時代に求められる教育を実現して
いくためには、

よりよい学校教育を通してよりよい社会を創るという理念を学校と
社会とが共有し、

それぞれの幼稚園において、幼児期にふさわしい生活をどのよう
に展開し、どのような資質・能力を身に付けられるようにするのか
を教育課程において明確にしながら、

社会との連携及び協働によりその実現を図っていく

という、社会に開かれた教育課程の実現が重要となる。

幼稚園教育要領前文
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幼児期は、遊びを中心として、頭も心も体も動かして、主体的に、様々な対象と直接か
かわりながら、総合的に学んでいく。

遊びを通して思考を巡らし、想像力を発揮し、自分の体を使って、また、友達と共有し

たり、協力したりして、様々なことを学ぶ。

遊びは幼児期にふさわしい学び

＊転がり方（摩擦・回転など）に関する発見＊様々な斜度、素材で試す

＊順番にする

＊互いに観察
する

＊アイデア
を出し合う

＊友だちに
説明する

＊意見の対
立と葛藤

＊片付けを
する

＊友だちに
話す

＊友達と
かかわる
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加速度的に変化する社会の中で、
長年積み重ねられてきた
幼児教育の意義や成果を

どのように可視化し、幅広く共有していくか？
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中教審
アクティブ・ラーニング
セッションの様子



幼稚園教育要領等と学習指導要領のキーワード

社会に開かれた教育課程

幼児期の終わりまでに育ってほしい姿

情報活用能力の育成の充実

見方・考え方

カリキュラム・マネジメント

主体的・対話的で深い学び

資質・能力の三つの柱
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教員の年齢構成

平成１６年度学校教員統計調査 平成２８年度学校教員統計調査

幼稚園 幼保連携型認定こども園



17



18

＜参考＞ 保育の記録から指導要録へ（イメージ図）

日の記録
（個人や学級）

１学期の
個人の記録

日の記録
（個人や学級）

日の記録
（個人や学級）

指

導

の

重

点

・

指

導

上

参

考

と

な

る

事

項

２学期の
個人の記録

３学期の
個人の記録

指

導

要

録

幼児期の終わりまでに育ってほしい姿

＜ 園もしくは教師一人一人が抱く幼児の姿 ＞



幼児教育の質を支えるもの

家 庭

地 域幼児教育施設

連携協力により各機能がＵＰ

愛情としつけを通して幼児の成長の基礎
となる心の基盤の形成の場

家庭では体験できない社会・文化・
自然などに触れ、保育者に支えられ
ながら、 幼児期なりの世界の豊か
さに出会う場

地域の様々な人々との交流や地域
の資源（施設等）を通して豊かな
体験が得られる場

家庭の多様性
・家族構成 ・教育観や将来の子供への期待
・経済状況 ・サラリーマン、自営業
・心理状態 ・保護者の国籍 等

園の質の向上
・園長のリーダーシップ
・チーム園（保育者同士の連携協力等）
・保育者の確保、資質能力向上 等

※幼児教育施設を支援、連携する機能
・幼児教育推進体制
・福祉機関との連携 等
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幼児教育スタートプラン（仮称）のイメージ
以下の事項を、幼児期の教育に関する基本的な計画として位置付け、一体的に実行することで、子供の未来への架け橋となる社会システムを構築。

好奇心

粘り強さ 自己調整

協同性

幼児教育施設

保育者

数や文字
への関心

幼児期に育む
「10の姿」 生活習慣

幼児教育段階からの
地域の教育・福祉資
源の連携強化

小学校段階

データの蓄積・活用
に基づく子供の命、
安全、成長の保障行政機関

保育者の確保・
資質能力向上

命や子育てに関する
学校教育・家庭教育

事項５

事項２

０歳からの発
達支援・子育
て家庭の支援

事項６

保護者福祉機関

事項１

事項７

 すべての５歳児に、生活・学習の基盤を保障
 幼保小連携で一人一人の発達を把握、早期支援につなぐ
 市町村教委と連携し、小学校教育に円滑に接続

幼保小の架け橋プログラム事項３

幼児教育推進体制の整備事項４

市町村等による一体的な幼児教育推進体制の整備、
アドバイザー派遣で保育現場を支える 20



○ 各分野の知見の集大成である幼稚園教育要領等を手掛

かりに、幅広い関係者と各地域の幼児教育の質の向上に

ついて認識が共有できるよう、あらゆる機会を活用

○見えにくい幼児教育の意義や価値を共有する工夫により、

「社会に開かれた幼児教育カリキュラム」を実現

→小学校以上の教育の質的向上や、家庭教育の参考にも

21

幼児教育の質に関する認識を社会と共有していくためには・・・



２．発達の段階に応じた教育への理解と
学びの連続性
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幼児期の教育及び義務教育の基礎の上に、高等学校卒業以
降の教育や職業、生涯にわたる学習とのつながりを見通しなが
ら、生徒の学習の在り方を展望していくために広く活用されるも
のとなることを期待して、ここに高等学校学習指導要領を定める。

（参考）高等学校学習指導要領前文
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○指導や連携の手がかりとするため、幼児期の終わりまでに育ってほしい具体的な
姿を明確化。

○なお、小学校学習指導要領においても、幼児期の学びから小学校教育に円滑
に移行できるよう、各教科等の指導において、幼児期の終わりまでに育ってほし
い姿との関連を考慮することが求められている。

健康な
心と体

自立心 協同性 道徳性・規範意
識の芽生え

社会生活との
関わり

思考力の
芽生え

自然との関わり
・生命尊重

数量や図形，

標識や文字などへ
の関心・感覚

豊かな感性
と表現

言葉による
伝え合い



(1)健康な心と体
幼稚園生活の中で，充実感をもって自分のやりたいことに向かって心と体を十分に働かせ，見通しをもって行動し，自
ら健康で安全な生活をつくり出すようになる。

(2)自立心
身近な環境に主体的に関わり様々な活動を楽しむ中で，しなければならないことを自覚し，自分の力で行うために考
えたり，工夫したりしながら，諦めずにやり遂げることで達成感を味わい，自信をもって行動するようになる。

(3) 協同性
友達と関わる中で，互いの思いや考えなどを共有し，共通の目的の実現に向けて，考えたり，工夫したり，協力し
たりし，充実感をもってやり遂げるようになる。

(4) 道徳性・規範意識の芽生え
友達と様々な体験を重ねる中で，してよいことや悪いことが分かり，自分の行動を振り返ったり ，友達の気持ちに共

感したりし，相手の立場に立って行動するようになる。また，きまりを守る必要性が分かり，自分の気持ちを調整し，友
達と折り合いを付けながら，きまりをつくったり，守ったりするようになる。

(5) 社会生活との関わり
家族を大切にしようとする気持ちをもつとともに，地域の身近な人と触れ合う中で，人との様々な関わり方に気付き，

相手の気持ちを考えて関わり，自分が役に立つ喜びを感じ，地域に親しみをもつようになる。また，幼稚園内外の様々
な環境に関わる中で，遊びや生活に必要な情報を取り入れ，情報に基づき判断したり，情報を伝え合ったり活用した
りするなど，情報を役立てながら活動するようになるとともに，公共の施設を大切に利用するなどして，社会とのつながり
などを意識するようになる。

幼児期の終わりまでに育ってほしい姿 ※下線部はコロナ危機下での変化への対応を念頭に当方で引いたもの
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(6) 思考力の芽生え
身近な事象に積極的に関わる中で，物の性質や仕組みなどを感じ取ったり，気付いたりし，考えたり，予想したり，

工夫したりするなど，多様な関わりを楽しむようになる。また，友達の様々な考えに触れる中で，自分と異なる考えがある
ことに気付き，自ら判断したり，考え直したりするなど，新しい考えを生み出す喜びを味わいながら，自分の考えをよりよ
いものにするようになる。

(7) 自然との関わり・生命尊重
自然に触れて感動する体験を通して，自然の変化などを感じ取り，好奇心や探究心をもって考え言葉などで表現しな
がら，身近な事象への関心が高まるとともに，自然への愛情や畏敬の念をもつようになる。また，身近な動植物に心を
動かされる中で，生命の不思議さや尊さに気付き，身近な動植物への接し方を考え，命あるものとしていたわり，大切
にする気持ちをもって関わるようになる。

(8) 数量や図形，標識や文字などへの関心・感覚
遊びや生活の中で，数量や図形，標識や文字などに親しむ体験を重ねたり，標識や文字の役割に気付いたりし，

自らの必要感に基づきこれらを活用し，興味や関心，感覚をもつようになる。

(9) 言葉による伝え合い
先生や友達と心を通わせる中で，絵本や物語などに親しみながら，豊かな言葉や表現を身に付け，経験したこと
や考えたことなどを言葉で伝えたり，相手の話を注意して聞いたりし，言葉による伝え合いを楽しむようになる。

(10) 豊かな感性と表現
心を動かす出来事などに触れ感性を働かせる中で，様々な素材の特徴や表現の仕方などに気付き，感じたことや

考えたことを自分で表現したり，友達同士で表現する過程を楽しんだりし，表現する喜びを味わい，意欲をもつよう
になる。

26
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色水遊び

・保育者が準備した絵具等
・色の種類は１～2色
・単色の色の美しさを楽しむ

など

3歳

・植物をすりつぶすなど、自
分達で色水の材料づくり

・色の濃淡の調整
・色を様々に混合
・自分のつくりたい色を追求

など

５歳

27
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色水遊びにおける発達段階に応じた保育者の関わりの例

3歳

５歳

【発達段階を踏まえた幼児の姿の例】
〇面白そうと感じたことはすぐにやってみる。
〇場を共有しながらも幼児一人一人が独自に遊ぶ。
〇保育者が準備したものとの関わりが中心となる。
〇感動したり、興味や関心をもつと、ものに関わりたいと思う。

【保育者の関わりの例】
〇幼児が色の美しさに感動できるようにする。
・多数の色があると混ぜてしまって黒っぽくなるので色数を精選
・カップは透明なものを、人数分準備
・「きれいだね」と保育者が共感し、幼児の感動、興味や関心を深化

【発達段階を踏まえた幼児の姿の例】
〇遊びの中で考えたり試したりして実現しようとする。
〇過去の経験を生かし、必要な材料や用具を自分で選んだり探したりする。
〇友達の言動に刺激を受け、新たな課題の発見、新しい方法の試行をする。

【保育者の関わりの例】
〇幼児が自ら気付くのを待つのか、気付くヒント（声掛け／道具等をさりげ
なく見せる等）を与えるのか、状況に応じて対応

〇微妙な色が追及できるように、スポイト等を少し離れたところに準備
（幼児が自分で見つけられるように）

〇興味や関心が広がるように、色や道具の種類は豊富に準備。ただし、他の
幼児と一緒に活動できるように数は少なく。
〇「どうしたらいいかな」など幼児自身に考えさせるような保育者の声掛け

28
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5歳児の遊びの例

・他児とイメージの共有
・過去の経験の活用
・材料を使って工夫して製作
・他児と協力
・他児の考えに刺激を受けて遊
びが発展

・目的への見通しをもって活動

29
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5歳児の遊びの例

・道具を使う
・穴の深さの調節
（高→低に流れる水の性質）

・試行錯誤
・目的実現に向けて協力
（役割分担、意見交換等）

など

水路づくり

・自分達で撮った写真を使って
物語づくり

・自分達だけの物語を考える
・考えたことを体で表現して写
真撮影

・音の入れ方や画面操作を工夫
など

タブレットでの物語づくり
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指導計画（抜粋）の例

その時期の幼児の姿、ねらいや幼児に経験してほしいこと、そのための幼児の周囲の環境の工
夫（人、もの、時間・空間）、保育者の関わりなどの計画を記載

3歳４～6月 ４歳４～6月 5歳４～6月 5歳11月～12月

幼
児
の
姿

・集団生活への不安
・遊具等に興味をもつ
・集中力が持続しない
・家庭経験の差

・経験した遊びや顔見
知りの幼児と過ごして
安心
・体を動かすが、疲れ
やすく転びやすい

・当番活動や年下のお世
話をする
・友達と遊ぶが、トラブ
ルも見られる

・ルールのある遊びを楽しむ
・友達とのやりとりが増え、考
えを出し合う。
・トラブルが生じたら解決しよ
うとする

ね
ら
い

・保育者への親しみ
・園の生活に慣れる
・遊具で遊ぼうとする

・意欲的に遊ぶ
・身の回りのことを自
分でやろうとする
・春の自然への関心

・年長の自覚と喜び
・クラスのつながりを感
じる
・草花の生長を見る

・共通の目的に向かって協力
・チームでの競い合いを楽しむ
・季節の変化に気付き、興味を
もち、遊びや生活に取り入れる

環
境
の
工
夫
や
保
育
者
の
関
わ
り

・保育者のスキンシッ
プ
・家庭での遊びも導入
・一人一人の欲求に応
じるため、多くの遊具
と広い場所
・すぐ遊べるきっかけ
を仕込む
・みんなで過ごすとき
は、一人一人が落ち着
けるよう配慮
・視覚的にわかりやす
く（イラストを活用）

・保育者のスキンシッ
プ
・皆で簡単な手遊び、
歌を歌うなど
・一人で没頭して遊べ
る遊具と場も確保
・遊具は出し入れしや
すいように絵と文字で
表示
・保育者は各幼児のや
り方を認め、できたこ
とをほめる
・やりたいことが見つ
からない幼児は、保育
者が遊びに誘う

・過去の遊びを再現し、
遊びの深化・発展の工夫
・クラス全体で遊び、友
達の姿を見る機会を作る
・本物らしく作れる素材
の提供（探究に向け）
・動植物を調べられるよ
う絵本や図鑑を準備
・保育者は幼児の遊びを
見守り、必要に応じて援
助
・トラブルでは、自分が
どうすればよかったか考
えさせるため、自分の言
動を振り返る援助

・目的に向かって考え工夫でき
るよう、場、材料、遊具を準備
・幼児同士が互いの思いや考え
の違いに気付き、相談しながら
遊べるように、保育者は声掛け
・縄跳びなど、個々の課題に友
達と刺激し合いながら取り組め
るスペースを確保
・自然物を使った遊びの充実
・幼児と相談して遊びの時間を
決めるなど、幼児が生活に見通
しをもてるようにする
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幼児教育の成果を小学校教育につなげていくために

32

〇幼児教育施設と小学校との連携は年々増加

〇「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」が示されたことで、小学校
の保育者との協議も充実との声

〇一方で、次のような声もある

・学びが育まれる過程が一様ではなかったり、学びによって育まれる
姿が多様であったりするため、幼児教育施設で育まれた力が小学校
教育にどのようにつながっているのかイメージしにくい

・幼児教育の現場では、カリキュラムの参考になる資料が少ない、ど
のように作成すればよいのか分からないといったことが要因となっ
て、接続期のカリキュラムがなかなか進まない

・一つの園から複数の小学校へ入学する、一つの小学校に複数の園か
ら進学するといった状況から、幼保小連携を効果的に進めることが
難しい

・経験の浅い保育者は、経験豊富な保育者に比べ、幼児は遊びを通し
てどのような体験をしているのか、幼児の体験が深まるように環境
を工夫することができにくい。



各要領・指針の変遷

時期 幼保連携型認定こども園
教育・保育要領

幼稚園教育要領 保育所保育指針

昭和23年3月 保育要領（文部省刊行）※

昭和25年9月 保育所運営要領（厚生省編集）

昭和27年3月 保育指針（厚生省編集）

昭和31年2月 幼稚園教育要領（文部省編集）

(幼)昭和39年3月
(保)昭和40年8月

幼稚園教育要領（文部省告示） 保育所保育指針（厚生省編集）

(幼)平成元年3月
(保)平成2年3月

幼稚園教育要領（文部省告示） 保育所保育指針（厚生省編集）

(幼)平成10年12月
(保)平成11年10月

幼稚園教育要領（文部省告示） 保育所保育指針（厚生省編集）

平成20年 3月

幼稚園教育要領（文部科学省告示） 保育所保育指針（厚労省告示）

平成26年 4月 幼保連携型認定こども園教
育・保育要領（内閣府・文
科省・厚労省共同告示）

平成29年 3月 幼保連携型認定こども園教
育・保育要領（内閣府・文
科省・厚労省共同告示）

幼稚園教育要領（文部科学省告示） 保育所保育指針（厚労省告示）

29年3月31日同日に告示・平成30年4月1日実施
＜内容について一層の整合性を図っている＞

・環境を通して行うものであることを「幼稚
園教育の基本」として明示
・６領域を５領域に再編成し整理 など

・養護的機能を明確化するため、全年齢を
通じて入所児童の生命の保持、情緒の安定
に関わる事項を記載。
・６領域を５領域に再編成し整理 など

20年3月28日同日に告示・平成21年4月1日実施

・教師が計画的に環境を構成すべきことや活動
の場面に応じて様々な役割を果たすべきことを
明確化
・「生きる力の基礎を育てる」ことの記述など

・地域子育て支援の役割を明記
・「生きる力の基礎を育てる」ことを記述
など

・幼小の円滑な接続を図るため、規範意識や思
考力の芽生えなどに関する指導を充実
・いわゆる預かり保育及び子育ての支援の基本
的な考え方を記述 など

・保育所の役割（目的・理念、子どもの保育
と保護者への支援など）、保育士の業務、保
育所の社会的責任の明確化 など

※国として作成した最初の幼稚園・保育所・家庭における幼児教育の手引（手引書的性格の試案）

平成27年の子ども・子育て支援
新制度のスタートに向けて策定
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○ 学校種や設置主体の違いを超えて、発達の段階に応じた

特性の理解を深めつつ、子供の生活や学びについて共に

考える機会の確保

○ 「幼児教育の終わりまでに育ってほしい１０の姿」の活かし方

を共有し、幼保小接続カリキュラムを実現

34

発達の段階に応じた教育への相互理解を深めつつ、
学びの連続性を確保していくためには・・・



３．格差の是正と多様性への配慮

35



Caring, 
Sharing,  
Daring
SOCIAL-EMOTIONAL  
DEVELOPMENT AT 
AGE FIVE

1

Caring, 

Sharing,  

Daring:

SOCIAL-EMOTIONAL  

DEVELOPMENT AT 

AGE FIVE

アメリカ、イギリス、エストニアの
5歳児７０００名、保護者、保育者
に対する調査結果社会会情動的
スキルの発達の重要性を述べた

報告書。
５歳児の認知能力、非認知能力
の関係の実証的研究が実施され

ている。
（OECD、２０２１）。

出典 ２０２１年６月OECD International Early Learning and Child Well-being Study 訳秋田
36
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幼児期の教育はその後のアウトカムを予測することが先行研究で
国際的に示されてきている（OECD,2021）

学校での
学業達成

健康の
アウトカ
ム

自己報
告での
WELL-

BEING

成人期の社会経済的
地位

初期
読み
書き

+++ ++ + ++

初期
数経
験

++ ++ n/a +

自己調整 +++ ++ + ++

共感や信頼を含
む向社会的スキ
ル

+ + + =

問題を起こ

す行動をしな

いこと

++ + + +
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0.24
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0.1

6

0.15

0.1

9

0.24

0.24

５歳時点において社会情動的発達は認知スキルと関係している

0.10

0.24

0.1

6

0.1

7

0.1

9

0.2

2

Emergent  

literacy

初期読み書
き

0.24

0.34

0.29

0.25

0.13

0.24

Emergent  

numeracy

初期数経験

Working  

memory

作動記憶

Mental 

flexibility

心的柔軟性

Key鍵となる指標

問題行動をしない

自信

信頼

社交性

共感

好奇心

数値は各測定値間の関

係を示しておりグラフんぼ

うが長いほど関係がある

ことを示している.
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幼児教育に参加した子供は、より自信をもって大人と共に行動する傾向が
ある

56% of children

の幼児教育に参加した子は４６％の通園
してない子に比べて大人と常・頻繁に大人
に対しても自信をもった行動ができる.

49%of children

は通園していない子と比べて動揺した時
にもそうでない４２％の子にくらべて大人
に対して慰めを求める傾向がある.
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質の影響①保育の質と通園期間が影響する

40

11歳になっても残る効果

出典 Sylva et als 2010 Early Childhood Matters: Evidence from the Effective Pre-school and Primary Education Project .
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質の影響 ②質が下がると発達に悪影響がある

カナダ ケベック州の例

１９９７年幼児教育の利⽤料引き下げによる保育所の利用の増加こ
の制度変更の対象になった児童らが 20 代になった後の非認知能
力，健康，生活満足度，犯罪関与にマイナスの影響を与えた。（男
子での攻撃性、多動）ここからは幼児期の教育は，マイナスの効果
も⻑期にわたって持続することを示唆する。

その理由として、利用料の引き下げによる保育所の増加 によって
保育の質が低下したことがその一因と論じられている。（ただし他の
要因からの解釈もある）。

出典 Baker et als.2018 Long run impacts of a universal child care. American Economic Journal 11(3) 1-26.
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質の影響 ③所得層別の発達遅延率を幼児教育がリスクを
下げる

42

幼児教育・保育
を受けていない

幼児教育・保育を
受けている

最貧層 平均以下 平均層 平均以上 富裕層

出典 Melwish,E.2021/1/18石川県保育協会講演シンポジウム「幼児教育・保育のエビデンス」スライドより
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◆我が国ので縦断調査 幼児期に大切な3つの育ち

● 学びに向かう力は、好奇心、協調性、自己主張、自己抑制、
がんばる力からなる

出典 ２０１８年３月「幼児期から小学生の家庭教育調査・縦断調査」（ベネッセ教育総合研究所）
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出典２０１８年３月「幼児期から小学生の家庭教育調査・縦断調査」（ベネッセ教育総合研究所）

● 幼児の発達は順序性をもつ。幼児の育ちが学習態度の土台に

① 文字・数・思考
② 学びに向かう力

（自己抑制・がんばる
力）
③ 生活習慣

※小4までの
調査の結果：

幼児期に『がん
ばる力』を身に
つけている子ど
ものほうが、小
学校高学年での
思考力が高い

44

第１回幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会 秋田委員発表資料



幼児教育で重視すること

〇幼児期にふさわしい生活の展開
・保育者との信頼関係に支えられた生活
・興味や関心に基づいた直接的な体験が得られる生活
・友達と十分に関わって展開する生活

〇遊びを通しての総合的な指導
・遊びにおいて、幼児が周囲の環境に思うがままに多様な仕方で関わること

⇒幼児が周囲の環境に様々な意味を発見
・幼児期は諸能力が総合的に発達

（例）言語能力の発達 → 言語で思考 → 相手の立場に立って思考 →
社会性の育成 → 友達と遊びたい → 体を動かしたり、高度な遊び
※言語から発達する幼児もいれば、運動機能から発達する幼児もいる。

〇一人一人の特性に応じた指導
・幼児の発達は大筋でみれば共通だが、個々に目を向ければ異なること
・幼児の家庭環境や生活経験は異なること

⇒幼児一人一人の環境の受け止め方、環境への関わり方が異なってくる
（例）クラス全体でコマ回しの活動をしても幼児の興味や関心は様々

・手のせ回しなどの「技」を習得したい
・目標物にめがけて回すことが楽しい
・友達との競い合いが楽しい
・コマが回った時の色の変化が楽しい
・コマを回すためのコツをつかみたい

45



46



47

＜参考＞ 保育の記録から指導要録へ（イメージ図）

日の記録
（個人や学級）

１学期の
個人の記録

日の記録
（個人や学級）

日の記録
（個人や学級）

指

導

の

重

点

・

指

導

上

参

考

と

な

る

事

項

２学期の
個人の記録

３学期の
個人の記録

指

導

要

録

幼児期の終わりまでに育ってほしい姿

＜ 園もしくは教師一人一人が抱く幼児の姿 ＞



保育の質と個に応じた支援

・園では個に対応することが全てではない

・日常保育の質の向上が支援の土台

①日常保育における質の高い保育プログラム

②クラスの実態によるカリキュラムの調整

③生活の中に埋め込まれた学び

④個に応じた支援

S.R.Ｓａｎｄａｌｌ et.al (2002,2019) Building Blocks

①
～
③基

礎
的
環
境
整
備

④

合
理
的

配
慮

９

第２回幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会 久保山委員発表資料



家庭や地域との
連携・協働策の具体化

教育活動を支える
学校運営の充実

環境の構成

具体的なねらいや内容の設定

長期・短期の指導計画

幼児や地域の
実態の把握

目標や基本方針の
地域や家庭との共有

グランドデザイン
学校経営計画

など

学校の教育目標

49

記録に基づく日々の振り返り 預かり保育や子育て支援



各幼稚園においては，６に示す全体的な計画にも留意しながら、

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏まえ教育課程を編
成すること、

教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと、

教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を確保するととも
にその改善を図っていくこと

などを通して、教育課程に基づき組織的かつ計画的に各幼稚園
の教育活動の質の向上を図っていくこと（以下「カリキュラム・マネ
ジメント」という。）に努めるものとする。

カリキュラム・マネジメント（幼稚園教育要領）

50



学校のカリキュラム・マネジメント上の
課題は何ですか？

それをどのように解決していきますか？

51

課題の焦点化



前 文

第１章 総 則

第１ 幼稚園教育の基本

１ 人格形成の基礎を培うこと

２ 環境を通して行う教育

３ 幼稚園教育の基本に関連して重視する事項

（１）幼児期にふさわしい生活の展開

（２）遊びを通しての総合的な指導

（３）一人一人の発達の特性に応じた指導

３ 計画的な環境の構成

４ 教師の役割

第２ 幼稚園教育において育みたい資質・能力及び

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」

第３ 教育課程の役割と編成等

１ 教育課程の役割

２ 各幼稚園の教育目標と教育課程の編成

３ 教育課程の編成上の基本事項

（１）教育課程の編成

（２）教育週数

（３）教育時間

４ 教育課程の編成上の留意事項

（１）入園から修了までの生活

（２）入園当初の配慮

（３）安全上の配慮

５ 小学校教育との接続に当たっての留意事項

（１）小学校以降の生活や学習の基盤の育成

（２）小学校教育との接続

６ 全体的な計画の作成

幼稚園教育要領総則の構成

第４ 指導計画の作成と幼児理解に基づいた評価

１ 指導計画の考え方

２ 指導計画の作成上の基本的事項

（１）発達の理解

（２）具体的なねらいや内容の設定

（３）環境の構成

（４）活動の展開と教師の援助

（５）評価を生かした指導計画の改善

３ 指導計画の作成上の留意事項

（１）長期の指導計画と短期の指導計画

（２）体験の多様性と関連性

（３）言語活動の充実

（４）見通しや振り返りの工夫

（５）行事の指導

（６）情報機器の活用

（７）教師の役割

（８）幼稚園全体の教師による協力体制

４ 幼児理解に基づいた評価の実施

（１）評価の実施

（２）評価の妥当性や信頼性の確保

第５ 特別な配慮を必要とする幼児への指導

１ 障害のある幼児などへの指導

２ 海外から帰国した幼児等の幼稚園生活への適応

第６ 幼稚園運営上の留意事項

１ 教育課程の改善と学校評価等

２ 家庭や地域社会との連携

３ 学校間の交流や障害のある幼児との活動を共にする機会

第７ 教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動など

１ 教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動

２ 子育ての支援

52



何を学ぶか
（教科等を学ぶ意義と、教科等間・学校段階
間のつながりを踏まえた教育課程の編成）

小学校・中学校学習指導要領総則の構造とカリキュラム･マネジメントのイメージ

何ができるようになるか
（育成を目指す資質・能力）

何が身に付いたか
（学習評価の充実）

どのように学ぶか
（学習・指導の改善・充実）

第１ 小・中学校教育の基本と
教育課程の役割

第３ 学習評価

第２ 教育課程の編成 第３ 教育課程の実施

第５ 学校運営上の留意事項

子供一人一人の発達を
どのように支援するか

第４ 児童生徒の発達の支援

「第６ 道徳教育に関する配慮事項」は、複数の項目にかかわる。

実施するために何が必要か
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発達の段階にふさわしい生活をどのように展開し、
どのような資質・能力を

身に付けられるようにするのかを
教育課程において明確化し

カリキュラム・マネジメントを充実

54

課題解決が図られていったら…



参考資料

出典2021年１月静岡市立東新田こども園高秋研資料
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他の学校種のカリキュラム・マネジメントの例



57川崎市立旭町小学校の例



○ 全ての子供のウェル・ビーイングのために、組織的・計画的

に質の向上を図る「カリキュラム・マネジメント」の実現

○ 現在行っている教育活動とカリキュラム・マネジメントとの関

係を意識した上で、改善点を探る

○ 総則をチェックリストとして活用する

○ 日本の学校教育の強みである、教員による

理論と実践の往復と共有を意識する
58

一人一人の多様性に配慮しつつ、格差の是正を実現していくためには・・・



４．幼児教育の質を確保するための体制づくり
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運営支援４ 親育ち支援３幼児教育４

■子ども・子育
て支援新制度

■幼稚園・保育
所・認定こど
も園等の運営
支援

■就学前の教育・
保育の充実

■親の子育て力の
向上や良好な
親子関係の構築
※スーパーバイザー
※アドバイザー

■法定研修
■経験年数・ライフステージ

に応じた研修
■専門研修
※保育者指導員

幼保研修４

◇国・高知県の重点教育政策、高知県の
中長期的な計 画を踏まえた研修

◇市町村の実施する研修への支援
◇直接的な園内研修支援

◇法定研修（保育士も参加）
◇経験年数・ライフステージに応じた研修

（基礎・ミドル・管理職の3ステージ）
◇専門研修（保育専門技術の向上）

高知県教育センター幼保支援課

※スーパーバイザー
※アドバイザー
※保幼小連携アドバイザー

総務企画４

■予算･決算
■企画立案
■ 幼稚園・保育
所・認定こども
園等の指導･検査
等

■南海トラフ地震
対策

◆ 行政窓口の一本化と組織体制

平成15年４月に幼稚園・保育所 、市町村が制度の違いを乗り越えて、「子どもの健やかな
育ちのために、どこにいても質の高い教育・保育を受けることができるよう、就学前の教
育・保育の充実を図る」ことを目的に、高知県教育委員会事務局に幼保支援課を設置し、そ
れまで別々であった幼稚園、保育所の行政窓口の一本化を行った。
これに伴い、高知県における幼稚園教員、保育士等に対する研修は、幼保支援課と高知県

教育センターにおいて実施されている。さらに、平成21年度より親の子育て力の向上や良好
な親子関係の構築のために「親育ち支援チーム」を設置した。

高知県の乳幼児期の教育・保育の推進体制
第２回幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会 岡林委員発表資料
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幼児教育推進体制の充実・活用強化事業 採択団体一覧

令和元年度採択団体

1 北海道教育委員会

2 気仙沼市教育委員会

3 秋田県

4 鹿嶋市

5 さいたま市

6 富山県教育委員会

7 金沢市

8 長野県教育委員会

9 岐阜市教育委員会

10 静岡県教育委員会

11 函南町

12 東近江市

13 舞鶴市

14 京丹波町

15 奈良県教育委員会

16 奈良市

17 鳥取県教育委員会

18 島根県教育委員会

19 岡山県

20 玉野市教育委員会

21 高梁市

22 美作市

23 広島県教育委員会

24 広島市教育委員会

25 徳島県

26 高知県教育委員会

27 熊本県教育委員会

28 大分県

令和２年度採択団体

29 草加市

30 八王子市

31 聖籠町教育委員会

32 山梨県教育委員会

33 袋井市

34 三重県教育委員会

35 京都府教育委員会

36 大阪市

37 堺市

38 八尾市教育委員会

39 伊丹市

40 沖縄県教育委員会

令和３年度応募団体

41 八戸市教育委員会

42 須賀川市教育委員会

43 新見市教育委員会

44 西脇市

45 加西市

46 山口県教育委員会

47 佐賀県

48 糸満市教育員会

49 豊見城市

濃い青：都道府県を採択

薄い青：都道府県は未採択で市町を採択

を示す

1

41

2

42

31

4
29

5

6

8

32

11

30

10

33

9

7

34

12
35

14

13

15

16

45

44

39
17

36 37 38

25
26

18

23 2446

28

27

47

19 20 21 22 43

40

48

49

3

※団体名は事業契約者
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幼児教育推進体制・活用強化事業の主な成果

○幼保小連携の取組の充実・深化

教委主催の園小連携協議会で、小学校区単位（小１担任と幼保の園年
長担任）でグループを作り、カリキュラム等の打合せ・協議の例（写
真左）など管理職のみならず担任レベルでも具体的な連携が促進。幼
小両免許を持つ教員が幼稚園側、小学校側双方に配置されている例もある。

【０歳児】 【２歳児】 【４歳児】

○小学校教育との接続を見据えた幼児期の教育の研究推進
小学校教育との接続も見据え、教委が主導した園種問わない幼児教育施設を活用した幼児期の教育の研究推進、域内幼児教育施設への普及。

○園種問わない幼児教育の質向上

○０歳からの学びの研究（園環境を活用した
新たな生活や遊びの創造（市教委）

私立認定こども園

公立保育所

幼稚園のみならず、公私立の認定こども園や保育所も含め
た園種問わない幼児教育の質向上の取組促進

○上記のほか、特別支援教育や要保護児童等に関する幼児教育施設と小学校との円滑な連携の取組例が見られる。

○幼小中一貫教育の取組の
推進（市教委）
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国立教育政策研究所 幼児教育研究センターについて

国立教育政策研究所
幼児教育研究センター

関係府省庁

大学
地方公共団体

民間研究機関等

OECD等国際機関

海外研究機関

保育者
保護者
地域住
民

幼稚園
保育所

認定こども園国際的な協働を生かした調査研究

日本の幼児教育研究を国際発信

それぞれの機関の特性や強みを生かした役割分担

国の調査研究拠点と連携・協力した調査研究

各施設の協力の下で実証研究を実施
実践の改善・充実に活用

成果の現場へのフィードバック

文部科学省

政策的ニーズや動向の
共有とそれを踏まえた
研究課題の設定・実施

国の調査研究拠点を核とした研究ネットワークの構築イメージ

東京大学
発達保育実践政策学センター（Cedep）

幼児教育センター
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○ 幼児教育に関する専門性の向上を、地域全体で図っていく

ことのできる仕組みづくり

○ 幼児教育推進体制等の全国展開

64

幼児教育の質を確保するための体制をつくるためには・・・



５．教育の機会が十分に確保されていない
家庭や子供への支援
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“エールぎふ”の機能

20歳

18歳

15歳

12歳

6歳

5歳

4歳

3歳

2歳

1歳

0歳

管理職(3) 総合相談(5) ＳＳＷ (3)  総務 (3) 専門アドバイザー

( 旧 )
～Ｈ25

公立幼稚園　4～5歳

ことばの教室(教育) 子ども家庭課
（福祉部）

　発達相談センター　（福祉部） 　少年センター（教育委員会）

Ⅲ- 発達支援係(7)
Ⅱ- 家庭児童相談

係 (13)
Ⅳ- 教育支援係

(14)
Ⅴ-才能伸長・

自立支援係 (7)

     ★ “エールぎふ”は、社会の変化による子どもや若者に関する問題の複雑化・多様化に対応するため、平成２６年４月に創設。支援を必要とする子ども・若者やその家族、
　　　　教師などのあらゆる悩みや不安を、専門家や関係機関と連携し、ワンストップで総合的・継続的に支援。平成３１年４月より「子ども家庭総合支援拠点」を設置。子ども・若者総合支援センター

“ エールぎふ ”　機能図

　

（職員数） Ⅰa- 乳幼児相談係 (10)
Ⅰｂ-親子支援係

（8）
Ⅰc-乳幼児
支援係 (46)

小

〈 乳幼児発達支援〉
・親子教室の運営
・子育て、就園相談

発達相談センター3歳こと

ばの教室(福祉)

＜発達相談＞

・育児、発達相談

・発達検査

・医療、保健、療育

機関 との連携

＜就学前巡回相談＞

・幼稚園、保育所(園)

からの要請による

訪問・相談・ 課題

の共有・助言

〈児童虐待相談

・養護相談〉

・児童虐待防止、

啓発

・特定妊婦支援

・養育支援訪問
事業

・個別のペアトレ

・子ども見守り

宅食支援事業

■要保護児童対

策地域協議会

〈発達障がい相談〉

・発達検査
・保護者(本人)

学校へのフィー

ドバック
・就学相談

・訪問発達相談
・ペアレント ・トレー

ニング

・「保護者の会
ゆったりゆったり」

の運営
・放課後居場所

づくり事業

〈教育相談〉

・子ども・若者自立
支援教室の運営

（４ヶ所５教室）

・不登校に関する
相談

・アウトリーチ支援
・「保護者の会

ぼちぼちいこか」

の運営

〈若者への包括的支援〉
・自己理解を深めるため
の相談・支援

・ソーシャルスキルの獲
得支援

・自立した生活のための
きっかけづくり

・就学・就労に向けての
相談・支援

・能力開花のための適
性検査の実施とフィー
ドバック

・個別支援計画に沿っ
た支援の実施

・「保護者の会
ゆうゆうと」 の運営

〈問題行動対応〉
・高校生以上の不登校、
ひきこもり対応

・いじめの問題対応
・青少年の問題行動

児童・生徒 教師（学校）

“エールぎふ”

直接指導・支援

連携

相談

例 ： 学校と“エールぎふ”との関係

【 人的資源】 全 １１９名 （注：以下の○非常勤職員は含まず）

（職員の資格） 臨床心理士・公認心理師・臨床発達心理士等、社会福祉士、
保健師、精神保健福祉士、 幼・小・中・養・特支教諭、保育士 等

○ 医療相談 毎週火曜日 9:00 ～ 12:00    児童精神科医(隔週２)

○ ｴｰﾙぎふ診察室 毎週木曜日 9:00 ～ 16:00    小児科医(1)
第４金曜日 14:00 ～ 17:00    小児科医(1)

月２回水曜日 13:00 ～ 16:00  小児科医(1)
○ カウンセラー 月曜日～金曜日 9:00 ～ 17:00    臨床心理士(6)

○ 専門相談員 弁護士(1) 発達障がいｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ(4) 児童虐待ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ(1)

１歳６ヶ月児健診

継
続
的

総合的 【横断的】

中

高

〈幼児の発達支援〉
・８カ所の幼児支援

教室の運営
・就園、就学相談
・幼・保・小の連携

相談者の抱える課題を整理し、環境を整えることで、自律的問題解決を支援する相談機関
切れ目ない支援を実現するための「システムによる継続的な個人情報管理」

関係機関

連携

直
接
支
援

第２回幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会 村田委員発表資料



○ 地域において、幼稚園等の幼児教育に期待されている役

割や何かに関する認識の共有

○ 教育関係者が情報の協力リソースのありかを把握し、関係

機関と連携・協働

67

教育の機会が十分に確保されていない家庭や子供への支援の観点からは・・・



（１）幼児教育の質に関する認識の共有と
「社会に開かれた幼児教育カリキュラム」の実現

（２）学校種や設置主体の違いを超えた連携・協働と
「育ってほしい１０の姿」を生かした幼保小接続の実現

（３）全ての子供のウェル・ビーイングのために、組織的・計画的に
質の向上を図る「カリキュラム・マネジメント」の実現

（４）幼児教育に関する専門性の向上と
幼児教育推進体制等の全国展開

（５）幼稚園等の役割の認識と関係機関との連携・協働
68

目指す方向性（イメージ）



ウィズ・コロナ時代の生活と学び
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【出典】厚生労働省ＨＰ

働き方や生活様式が大きく変化



子供の遊びにも大きな影響

【出典】株式会社コペル プレスリリースより（2020年11月17日）



教室から世界一周！

高校生企画・世界とつながるオンライン文化祭！

地域の課題の解決策を世界中の子供たちで議論！

オンラインで世界に羽ばたくキャリア体験！

・・・

身近な生活圏を離れなくても、世界とつながれる時代に



従前から多くの報告書等において指摘されてきた

「複雑で予測困難な変化」に直面し、

そうした変化に対する個人や社会、組織の

構え（レディネス）やしなやかさ（レジリエンス）が

問い直されている
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「学校とは」

「カリキュラムとは」

「教職員の専門性とは」

の再確認

74
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【出典】ユネスコＨＰ

教育の充実が目指されていた中、予測困難な危機が世界を襲った



「全人的な発達・成長を保障する役割や、人と安全・安心に
つながることができる居場所・セーフティネットとして身体的、
精神的な健康を保障するという福祉的な役割」

（中教審特別部会）

「学問的、技術的、情緒的に、生徒と教師がつながっている
ことが必要」「教育システムをより力強く、強靭かつ柔軟なも
のにしていくことが必要」 （ユネスコ）

「オンライン学習が主要な方法になっても、教員の役割は減
るわけではなくむしろ逆になる。（中略）教員は生徒の学習を
促進する立場であることには変わりない。」

（ＯＥＣＤ／ハーバード大学）

学校や教員の役割の再確認



80.3%

68.3%

67.0%

61.3%

＜専門性向上のための活動（研修等）へのニーズ＞

子供の発達

特別支援

保護者との連携

遊びの支援

70.2%

67.5%

31.7%

OECD国際幼児教育・保育従事者調査
• 幼児教育・保育施設の保育者及び園長を対象に、研修、園での実践、勤務環境、管理運営等に関する国際比較可能な
データを収集した初めての国際調査。日本、ドイツ、韓国、ノルウェーなどOECD加盟9か国が参加。

• 日本では2018年10月～11月に幼稚園・保育所・認定こども園約220園で3～5歳児の保育を担当する保育者（幼稚園教諭、
保育士等）及び園長あわせて約1,800人を対象に質問紙調査を実施。

• 第１巻は、2019年10月に公表。

 日本の保育者は専門性向上のための活動（研修等）へのニーズが高く、専門
性向上への意欲が高い。特に特別支援等については、参加９か国中で最も高
い。

 過去12か月の間に何らかの専門性向上のための活動（研修等）に参加した日
本の保育者の割合は85.3％と高い。

就業時間内に研修参加す
るため保育業務の免除

就業時間外の研修等参
加への金銭的補助

過去12か月の間の研修等について、「就業時間外の研修等に対して金銭的な補
助があった」保育者の割合は日本が参加国中最も高い。

必要な経費を園等が負担

参加国中2番目に高い
過去12か月の間の研修等について、「研修等に参加するため、保育業務が免除

された」日本の保育者は70.2％、「経費を園等が負担した」日本の保育者は
67.5％であり、いずれも参加国中2番目に高い。

参加国中
で最高

参加国中
で最高

保育者の研修への参加に対する園による支援が充実している。

 日本の保育の実践については、数に関する発達を促す等の実践と比して「子供たちがグループの中で様々な遊びができるような環境を
整える」、「保育者は、子供がどんなことが悲しいのか話すことを手助けする」等の実践の割合が高い等、社会性や情緒的な発達に関
わる実践がよく行われているといった特徴がある。

保育者の専門性向上への意欲が高く、研修への参加率も高い。

保育者は社会性や情緒的な発達に関わる実践を重視している。

OECD 国際幼児教育・保育従事者調査2018（第１巻） 2019年10月公表
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園長は、保育者の不足が園長の実力発揮の最大の妨げであると感じている。

給与に満足している保育者の割合

給与への満足度や社会的に評価されていると感じている割合等が低い。

 「職務に対して支払われる給与に満足している」日本の保育者は参加国中で2番目に低い。

学士以上の保育者の割合
 日本の保育者の最終学歴における学士レベル（ISCED6）以上の割合は参

加国中で最も低い。

 一方、高等学校卒業等（ISCED4未満）の保育者の割合についても、1.1%と
参加国中最も低い。

 日本の保育者の養成課程において「教育実習・保育実習が含まれていた」割合は90.4％と
参加国中最も高い。

子供との関わり等の実践的な養成課程を経た保育者が多い。

高等学校卒業等の保育者の割合

最終学歴が学士以上の保育者の割合が低い一方、高等学校卒業相当の保育者の割合も低い。

※ ISCED（International Standard Classification of Education）:UNESCOが開発
した、学校教育におけるプログラムを教育段階及び分野（普通または職業プログラ
ム）ごとに整理し、各国間で比較可能とする分類。

 社会・保護者・子供のそれぞれから、評価されていると感じている保育者の割合は参加国中
最も低い。

日本の園長が、園長として実力を発揮する上で妨げになっていると考える割合が最も高いのは「保育者の不足」であり、国公立園
においては参加国中2番目、私立園においては参加国中3番目に高い。
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ＯＥＣＤ国際幼児教育・保育従事者調査
• 幼児教育・保育施設の保育者及び園長を対象に、研修、園での実践、勤務環境、管理運営等に関する国際比較可能な
データを収集した初めての国際調査。日本、ドイツ、韓国、ノルウェーなどOECD加盟9か国が参加。

• 日本では2018年10月～11月に幼稚園・保育所・認定こども園約220園で3～5歳児の保育を担当する保育者（幼稚園教諭、
保育士等）及び園長あわせて約1,800人を対象に質問紙調査を実施。調査結果の第１巻は、2019年10月に公表。

 日本の保育者は、「他の保育者とともに、子どもの育ちや生活の評価について
話し合う」、「特定の子供の発達やニーズについて話し合う」、「子供の育ち
や学び、生活の充実のための働きかけについて話し合う」といった、特に子供
の育ちに関わる保育者間の協働の取組を日常的に行う割合が国際的に見て高い。

こうした研修等のニーズは、上記の「子供の育ちに関わる保育者間の協働の取組」、
「保護者とのコミュニケーション」に関わる項目が多い。

日本の園長は、「保育者の実践や子供との関わりの観察」、「保護者との連携」、「子供
の育ちや学び、生活に関する園の目標の策定」、「園の質を向上するためのデータの活
用」、「保育者への効果的なフィードバックの提供」、「小学校との連携」といった、幼
児教育の質の向上についての専門性の向上（研修等）のニーズが参加国中最も高い。

幼児教育の質の向上に関する園長の研修等のニーズが高い。

 日本の幼児教育・保育施設では、保護者とのコミュニケーションを日常的（子供
の発達や活動に関する日常的な会話や連絡等の非公式なもの）、定期的（保護者
会への出席、園だよりの配布等の公式なもの）に実施している割合がともに高
い。

 国際的に見ても、幼児教育・保育施設が保護者とのコミュニケーションを重視し
ていることがうかがえる。

子供の育ちに関わる保育者間の協働の取組が充実している。

園と保護者とのコミュニケーションが充実している。

ＯＥＣＤ国際幼児教育・保育従事者調査2018(第２巻)【日本関連の主な結果等】

※上記の項目すべてが参加国中割合が最も高い項目

※各表中の「順」は「参加国中順位」

2020年11月公表
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日本では若年層ほど給与や仕事への満足度が低い傾向にある。

 給与への満足度は各国総じて低く（20-30%台）、仕事への満足度は総じて高い（80-90%台）。
なお、日本では、若年層（29歳以下）ほど給与への満足度が低く、また、経験の浅い保育者
ほど仕事への満足度が低い傾向。

 日本の保育者の週当たりの仕事時間は９か国中最も長く、特に経験の浅い保育者（通算勤
務年数３年以下）の仕事時間も９か国中最も長い。また、日本では、通算勤務年数３年超
の保育者よりも３年以下の保育者の週当たりの仕事時間が約５時間長い。

 一方、園長の仕事時間は、９か国中４番目の長さである。

 保育者が子供と接しない時間には、「遊びや学びの活動について、個人で行う計画や準
備」、「職員会議への参加」、「園内での同僚や保護者との協働作業や話合い」、「子
供の育ちや学び、生活についての記録」といった幼児教育の質向上に関する業務に多く
の時間を費やす一方で、「一般的な事務業務」への対応にも時間を費やしている。

 日本の新たに着任した保育者への研修では、「園内での研修（メンタリング）」、「子
供のポートフォリオ、日誌、記録の作成」の割合が最も高いなど、保育の質向上に関す
る研修プログラムが充実している。一方で、経験の浅い保育者の子供と接しない時間が
通算勤務年数３年超の保育者よりも長い傾向にある。

 日本の園長の仕事の時間配分は、各項目で９か国中４～５位であり、国際的に見て平均的であると
考えられる。また、日本では「他の園の見学」(74.1%)、「保育者、園長等の研究発表等」(71.4%)
といった実践的な研修等への参加割合が比較的高い。

園長の仕事の時間配分は国際的に見て平均的であるが、行政からの支援を求める声が大きい。

経験の浅い保育者の仕事時間が長い傾向にある一方、新任研修プログラムが充
実。

※日本では2018年10月～11月に調査

 重要な意思決定を園長自身が行うと回答した割合(83.6%)が高いことから、上記のような実践的な研
修の充実が必要であるとともに、行政からのより多くの支援を求める園長の割合が参加国中で最も
高い(89.0%)。
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これからの幼稚園には、学校教育の始まりとして、こうした教育の
目的及び目標の達成を目指しつつ、一人一人の幼児が、将来、自
分のよさや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値のある
存在として尊重し、多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を
乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手となる
ことができるようにするための基礎を培うことが求められる。このため
に必要な教育の在り方を具体化するのが、各幼稚園において教育
の内容等を組織的かつ計画的に組み立てた教育課程である。

幼稚園教育要領前文
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2030年まであと10年、持続可能な社会の創り手の育成を目指して・・・
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持続可能な社会を創るために必要な視点

多様性（いろいろある）
相互性（かかわりあっている）

有限性（限りがある）
公平性（一人一人大切にする）
連携性（力を合わせる）
責任性（責任を持つ）
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ご清聴ありがとうございました。


